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第１章　計画の概要

１　計画策定の  趣旨  　　　　　　　　　　  　　   　　　　　　　　　　　　　　  

　従来の市に委ねられていた公共という画一的なまちづくりの考えを見直し、市だ

けではなく、市民、企業、市がそれぞれの役割を明確にし、責任を果たす「新しい

公共」という考え方で、公共サービスを広げていくことが求められています。

　本市では、「協働」という手法をもちい、今後のまちづくりを進めるために必要

なルールや方針・施策などをまとめた「とよかわ市民協働基本方針」（以下「基本

方針」という。）を平成２５年３月に策定しました。この基本方針に定められた施

策を推進するために「とよかわ市民協働基本方針実施計画」を策定し、具体的かつ

計画的に実施する事業を位置づけます。

２  　計画の実施期間  　　　　　　  　　　　  　　　　   　　　　　　　　　　　　  

　実施計画は、基本方針にあわせて、平成２５年度から２９年度の５年間を計画期

間とします。

　

　年度ごとの計画を次のとおり示しています。

名　称 記号または略称

　実施（継続） ●

　実施（新規）※ ○

　実施中

　とよかわボランティア・市民活動

　センター

　センター

※実施（新規）：  今回の計画期間（平成２５年度から２９年度）において新たに

着手する事業を新規とします。また、市として既に着手していた

が、前回（平成２０年度から２４年度）の計画期間に位置づけら

れていなかった事業についても新規としています。
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３  　取り組むべき４つの方針と施策（施策体系図）　　　  　　　  　　　　　  

　今後の市民協働に向けて、「参加促進」「環境整備」「協働推進」「施策推進」

の４つの方針に基づき、１２の施策、４１の具体策について取り組みます。

施策体系図

方　針【４】 施　策【１２】 具体策【４１】

（１）参加促進 ア 活動情報のＰＲ　 ①活動情報紙の発行

②活動情報の広報紙やホームページへの掲載

③企業情報紙の活用

④情報サイトの活用

イ 活動機会や学習機会の提供　 ①参加体験型講座の充実

②多様なニーズに応じた講座の開催

③生涯学習の充実

④まちづくりへのボランティア参加の調査・研究

ウ 参加しやすい環境整備 ①誰もが参加しやすい講座などの企画・開催

②講座や研修における託児の配慮

③親子や夫婦、家族での参加が可能なプログラムの企画・開催

エ 地域での協働の促進 ①地縁組織などを母体とした組織の育成

②町内会活動の活性化

③団塊の世代などの市民活動への参加の促進

（２）環境整備 ア ①活動情報の収集・提供と情報の一元的管理の推進

②活動を発表する機会の提供

③企業の社会貢献活動などに関する情報の収集と提供

④市民活動団体や地縁組織、企業などとの交流会の開催に向けた調査・研究

イ 活動場所の確保・充実 ①とよかわボランティア・市民活動センター登録制度の推進

②とよかわボランティア・市民活動センター機能の充実

③地域における市民活動の場づくりの検討

ウ 人材育成と団体運営の支援 ①市民活動団体やボランティア育成講座の開催

②コーディネーターの育成と相談窓口の充実

③リーダー養成事業の検討・実施

④中間支援団体への支援に向けた調査・研究　

⑤市民活動総合補償制度の充実と制度の周知

エ 資金的な支援制度の整備 ①資金支援制度の検討・整備

②税制優遇制度の検討

③寄付制度に関する情報提供や意識啓発

（３）協働推進 ア ①協働推進研修の実施

②市職員への意識啓発

③協働事例発表などによる意識啓発

イ 市民の声・情報の共有 ①市民や企業の多様な意見の収集・公表

②市政情報の公開と共有

③市民の審議会などへの登用推進

ウ 協働推進体制の整備 ①協働の手引きの普及・啓発

②市民と行政の協働推進委員会の運営・改善

③市民協働事業の実施と評価制度の充実

（４）施策推進 ア ①市民と行政の協働推進委員会による市民協働の施策に対する評価、公表

②市民協働基本方針の見直し

③実施計画の見直し

活動情報の提供と団体交流の
促進　

協働推進に向けての意識啓発
　

施策の評価と基本方針・実施
計画の見直し
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第２章　市民協働推進のための具体的な施策

（１）参加促進

　ア　活動情報のＰＲ

【事業計画】

25 26 27 29

市民活動や市民協働などに関する情報の収集
●

市民活動や市民協働などに関する活動情報紙の発行
●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

「広報とよかわ」、市ホームページ、センターホームページなどの活用
●

市ホームページ、センターホームページの充実
●

【事業計画】

25 26 27 29

企業情報紙の調査・研究
●

企業へ訪問、企業情報紙への市民協働情報掲載の調整・依頼
○

②活動情報の広報紙やホー
ムページへの掲載

【概　要】

年　度（平成）

28

28

28

　市内外の市民活動に関する情報を収集します。収集した情報のＰＲと市民協働の発展に必要な情
報を掲載する情報紙（センターだよりなど）を発行することで、市民協働に関する関心を高め、市
民活動への参加につながる意識啓発に取り組みます。とくに、若年層の関心を高め、市民活動への
加入につながる情報発信に努めます。

　市民活動に関する情報を広く市民に提供するため、「広報とよかわ」やホームページ（市、セン
ター、どすごいネット）などを有効活用するとともに、その充実に努めます。ホームページにおい
ては、掲載する情報を随時更新し、タイムリーな情報提供に努め、市民協働の意識を醸成します。

年　度（平成）
具体策

【概　要】

具体策

年　度（平成）
具体策

①活動情報紙の発行

③企業情報紙の活用

　市民協働を活性化するには、企業の社会貢献活動との連携は不可欠です。企業が発行する情報紙
の現状を調査・研究し、市民協働に関する情報の掲載に向けて企業と調整し、掲載の依頼に努めま
す。

3



【事業計画】　

25 26 27 29

「どすごいネット」や「みてみン！」の積極的な周知
○

「市ホームページ」と「どすごいネット」、「みてみン！」との連携強化
○

○

「ツイッター」「フェイスブック」などの有効活用
○

「ツイッター」「フェイスブック」などを
有効活用するための調査・研究

年　度（平成）
具体策

28

　ブログと電子メールの中間的な位置づけのコミュニケーションツール。140字以内の
短文のみに対応する点が特徴の一つです。インターネット接続可能なパソコンや携帯
電話などで利用します。

【概　要】

④情報サイトの活用

　社会的ネットワークをインターネット上で構築するサービスの一つです。インター
ネット接続可能なパソコンや携帯電話などからアクセスします。

　２０歳代から４０歳代の市民活動に対する意識を高めるため、｢市ホームページ｣や｢みてみン!※

１｣､｢どすごいネット※２｣を始め､新たな情報提供媒体として注目されている｢ツイッター※３｣｢フェ

イスブック※４｣などを有効活用し、タイムリーな情報を掲載します。また、市民活動団体などがこ
れらの情報サイトを活用することで、情報の発信や共有が進むよう、情報交流機能の充実を図りま
す。

　豊川市地域ポータルサイト。ポータルサイトは、ウェブにアクセスするために、さ
まざまなコンテンツ（内容）を有するサイトです。ニュース、メール、検索機能など
のサービスを提供します。

　東三河５市（豊橋市、豊川市、蒲郡市、新城市、田原市）が運営する東三河市民活
動推進協議会が市民活動を推進するために開設した情報サイトです。ＮＰＯやボラン
ティアに関する情報を提供します。

※１　みてみン！

※２　どすごいネット

※３　ツイッター
　　　（Ｔwitter）

※４　フェイスブック
　　　（Ｆace Book）

用語解説
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（１）参加促進

　イ　活動機会や学習機会の提供

【事業計画】

25 26 27 29

参加体験型講座の実施（P21講座一覧のとおり）
●

センター及び社会福祉協議会などが実施する講座内容との調整・充実
●

【概　要】

【事業計画】　

25 26 27 29

多様なニーズに対応した講座の実施（P21講座一覧のとおり）
●

講座終了後の参加者へのフォローや市民活動継続の支援
●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

地域生涯学習講座の実施
●

とよかわオープンカレッジの活動支援
●

生涯学習情報の提供
●

生涯学習施設の整備と活用
●

【概　要】

年　度(平成）
具体策

①参加体験型講座の充実

③生涯学習の充実

28

28

　市民の市民活動への関心や参加意識が高まるよう、参加体験型の講座を実施し、市民活動を体験
できる場や機会を提供します。講座の企画にあたっては、センターや社会福祉協議会などが実施す
る講座の内容を調整し、講座の充実に努めます。

年　度（平成）
具体策

　生涯学習に関する各種講座を実施し、生涯学習の充実を図ります。オープンカレッジによる市民
参加型生涯学習講座への支援を行い、「生涯学習ガイドブック」作成による情報の提供など、市民
の生涯学習のきっかけづくりを行います。また、多くの市民が生涯学習に参加できるよう、既存の
生涯学習施設を活動の拠点として整備、活用します。

28

　多様化する市民ニーズに対応するため、市民活動団体の専門性や先駆性などを活かした市民活動
体験型講座を実施します。既存の市民活動団体の活性化や市民活動参加の裾野を広げるため、人材
育成講座を実施します。講座終了後には、参加者のフォローや市民活動の継続のための支援に努め
ます。

②多様なニーズに応じた講
座の開催

年　度(平成）
具体策
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【事業計画】

25 26 27 29

まちづくりへのボランティア受け入れ状況の調査、情報提供
○

先進事例の調査・研究
○

【概　要】

　市民参加によるまちづくりを促進するため、イベントなどによる「まちづくり事業」でのボラン
ティアの受入状況を調査し、ボランティアに関心や興味を持つ市民に情報を提供します。得られた
情報から現状を研究するとともに、先進事例などの調査・研究にも取り組みます。

28

年　度(平成）
具体策

④まちづくりへのボラン
ティア参加の調査・研究
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（１）参加促進

　ウ　参加しやすい環境整備

【事業計画】　

25 26 27 29

講座の企画・開催（P21講座一覧のとおり）、講座内容の充実
●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

講座・研修における託児の実施（P21講座一覧のとおり）
●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

講座の実施（P21講座一覧のとおり）
●

【概　要】

　子育て中の世代などが気軽に参加できるよう、講座の企画にあったては、できる限り託児付きと
なるよう配慮します。

28

②講座や研修における託児
の配慮

年　度（平成）
具体策

③親子や夫婦、家族での参
加が可能なプログラムの企
画・開催

　親子・夫婦・家族等の幅広い世代にわたって、気軽に参加できるようにプログラムの工夫をこら
し、生活に身近な課題を解決する体験型講座を企画・開催します。

年　度（平成）
具体策

　市民活動参加者の裾野を広げるため、誰もが気軽に参加できるような体験型講座を企画・開催し
ます。市民活動への参加につながるきっかけをより多く提供するため、世代別、テーマ別に対象を
特定するなど、講座内容の充実に努めます。

年　度(平成）
具体策

①誰もが参加しやすい講座
などの企画・開催

28

28
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（１）参加促進

　エ　地域での協働の促進

【事業計画】

25 26 27 29

協働事業の実施（P22協働事業一覧のとおり）
●

地域課題を解決する活動への支援
●

子どもを含めた地域活動の活性化を検討・実施
●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

町内会加入促進への支援、地域と市民活動団体との連携
○

地区集会施設整備などへの支援
●

町内会などの地縁組織への市民協働情報の提供
●

【概　要】

28

　地域への関心を高め、住民相互の連帯感を醸成するため、町内会活動の活性化を促進します。町
内会加入促進への支援、町内会と市民活動団体との連携の促進などに取り組むほか、町内会活動の
拠点である地区集会施設等の環境整備への支援も合せて行います。さらに、市民協働を促進するた
め、町内会等の地縁組織への市民協働に関する情報を提供します。

年　度（平成）

※５　アダプトプログラム

年　度（平成）
具体策

②町内会活動の活性化

28

具体策

①地縁組織などを母体とし
た組織の育成

　身近な地域における課題を解決する市民活動やアダプトプログラム※５ による住民サービスが向
上するよう、地縁組織などへの啓発を行い、地域住民を母体とした組織の育成を図ります。そうし
た地域活動と企業の連携を促進させるとともに、自主的、継続的な活動への支援を検討します。
　また、地域の活性化と次世代リーダーの育成を図るため、子どもを含めた地域活動の活性化を検
討・実施します。

　身近な公共空間である道路や公園、河川、緑地などの公共施設の美化や清掃につい
て、市民や企業などが里親となってボランティアで管理する里親制度です。

用語解説
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【事業計画】

25 26 27 29

町内会、ＰＴＡなどの役員を経験した方に市民活動への参加の促進
●

団塊の世代などの市民活動への参加方法の研究
○

○

リーダー養成講座への案内
○

「広報とよかわ」、市ホームページ、センターホームページなどの活用【再掲】
●

【概　要】

年　度（平成）

28

町内会、ＰＴＡなどの役員への
アンケート調査の実施

　団塊世代の豊富な経験や知識を地域社会の発展に活かすよう、団塊世代の市民活動への参加を促
進します。町内会役員やＰＴＡ役員を経験した方に地域活動に取り組むよう啓発（広報とよかわ、
ホームページ（市、センター）の活用）し、参加の促進を図ります。このほか、市民活動への参加
方法の研究、アンケート調査、リーダー養成講座への案内に取り組みます。

具体策

③団塊の世代などの市民活
動への参加の促進
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（２）環境整備

　ア　活動情報の提供と団体交流の促進

【事業計画】

25 26 27 29

●

市民活動や市民協働などに関する活動情報紙の発行【再掲】
●

●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

おいでん祭へのブース出展
●

●

ホームページなどによる活動紹介、団体情報の発信
○

【概　要】

②活動を発表する機会の提
供

ふれ愛みんなのフェスティバル、どすごい交流会など交流会への参加の呼びかけ

年　度(平成）
具　体　策

①活動情報の収集・提供と
情報の一元的管理の推進

　市民活動団体や地縁組織の活動に関する情報を収集し､発信（「広報とよかわ」、ホームページ
(市、センター、どすごいネット）､センターだよりなどの活用）するとともに､収集した情報は一
元的に管理します。さらに、市民協働に関する活動情報をまとめ、これを提供することで団体間相
互の連携を促進します。

28

市民活動団体や地縁組織の活動情報の収集、市民協働情報の収集、
収集した情報の一元的管理

「広報とよかわ」、市ホームページ、センターホームページなどの活用【再掲】

具　体　策

　おいでん祭へのブース出展、ふれ愛みんなのフェスティバルや、どすごい交流会などの交流会へ
の参加を市民活動団体に呼びかけ、活動を発表する機会を提供します。また、ホームページ（市、
センター、どすごいネット）などで市民活動を紹介をするとともに、団体のＰＲ情報を発信する場
としても提供します。

28

年　度(平成）

10



【事業計画】

25 26 27 29

●

企業の社会貢献活動情報の収集
●

○

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

市民活動団体、地縁組織、企業などとの交流会に対するニーズの把握
○

○

○

【概　要】

③企業の社会貢献活動など
に関する情報の収集と提供

年　度(平成）
具　体　策

「市ホームページ」、「センターホームページ」「どすごいネット」「みてみン！」
による情報発信

ニーズをマッチングさせるための仕組み
づくりや情報交換の場の提供の検討

28

28

　企業の社会貢献活動情報を収集し、ホームページ（市、センター、どすごいネットのホームペー
ジ、「みてみン！」）などの情報媒体を活用することで市民活動団体や地縁組織などに幅広く情報
を提供します。市民活動団体と市との協働のみならず、市民活動団体、地縁組織、企業などとの協
働についても促進を図るため、相互のニーズをマッチングさせるための仕組みづくりや情報交換の
場を検討します。

年　度(平成）
具　体　策

④市民活動団体や地縁組
織、企業などとの交流会の
開催に向けた調査・研究

　市民活動団体や地縁組織、企業などとの連携や意見交換、相互理解、情報共有の場としての交流
会に対するニーズの把握に努めます。そうした交流会の先進事例について調査・研究を進め、開催
に向けて検討し、実施します。

交流会開催に向けての検討
・実施

市民活動団体、町内会、企業など
との交流会の先進事例調査

11



（２）環境整備

　イ　活動場所の確保・充実

【事業計画】　

25 26 27 29

センターのＰＲ
●

センター登録制度の推進、見直し
●

【概　要】

【事業計画】　

25 26 27 29

センターの機能の充実
●

センターのＰＲ【再掲】
●

【概　要】

【事業計画】　

25 26 27 29

地域活動の場づくりの現状把握と検討
●

【概　要】

年　度(平成）

　市民活動団体の活動を促進するため、センターに登録することで利用できるサービス内容を広く
ＰＲし、センター登録制度の推進を図ります。公益性のある市民活動団体を支援する制度となるよ
う、登録要件や手続きなどの見直します。

　センターにおいては、市民活動団体、企業、市などとのパイプ役を担うコーディネート機能の強
化を図るとともに、相談機能､情報の収集･提供機能の充実など、センター機能の充実に努めます。
また、市民活動の総合窓口であるセンターのＰＲに努めます。

具　体　策

28

②とよかわボランティア・
市民活動センター機能の充
実

　地域で活動する市民活動団体が身近な活動場所として活用できる公共施設の現状を把握し、その
活用を検討します。なかでも、地区市民館や地区集会施設はコミュニティ活動の拠点であり、地域
住民と市民活動団体が出会う場として期待されます。市民活動団体と地域コミュニティとの調整に
努めます。

③地域における市民活動の
場づくりの検討

28

●

市民活動団体と地域コミュニ
ティとの調整

年　度（平成）
具　体　策

年　度(平成）
具　体　策

28

①とよかわボランティア・
市民活動センター登録制度
の推進

12



（２）環境整備

　ウ　人材育成と団体運営の支援

【事業計画】

25 26 27 29

育成講座の実施（P21講座一覧のとおり）
●

　　フォロ－アップ体制の検討・実施、改善
○

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

コーディネーターの養成
●

●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

●

【概　要】

　市民活動団体と町内会、企業などとの間、あるいは市民活動団体の間で協働事業を
進める際に、双方のニーズに合ったパートナー選びの調整をする人をいいます。

※６　コーディネーター

　市民活動団体の課題点としてあげられる後継者不足を解消するため、リーダーの養成（先進事例
の調査・研究、事業の検討・実施）に積極的に取り組みます。

具　体　策

リーダー養成事業の検討
・実施

③リーダー養成事業の検
討・実施

28

年　度(平成）

●

リーダー養成の先進事例
の調査・研究

具　体　策

①市民活動団体やボラン
ティア育成講座の開催

28

28

②コーディネーターの育成
と相談窓口の充実

センターの相談窓口のＰＲ、相談対応能力の向上、コーディネーター機能の向上

年　度（平成）
具　体　策

　既存の市民活動団体の活動の活性化や、市民活動への参加の裾野を広げるため、人材育成講座や
ボランティア育成講座を実施します。講座の企画においては、多様化する市民ニーズの把握に努め
るとともに、市民活動団体の専門性や先駆性などを活かした体験講座を実施します。また、講座受
講後に、活動につなげることができるようなフォローアップ体制を検討・実施し、改善していきま
す。

　市民活動団体と地縁組織、企業などをつなぐコーディネーター※６ の養成に努めます。センター
における市民活動相談窓口をＰＲするとともに、センターにおける相談対応能力の向上と、コー
ディネート機能の向上を図ります。

年　度(平成）

用語解説
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【事業計画】

25 26 27 29

○

○

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

制度の充実・周知
●

有償ボランティアに対する保険制度の調査・研究
●

【概　要】

　協働を推進するうえで、市民と市民、市民と行政、行政と企業などの間に立って、
そのパイプ役として中立的な立場で、それぞれの活動を支援する組織です。

※７　中間支援団体

先進市における中間支援団体
に対する支援の調査・研究

　公益性のある市民活動や地縁組織の活動などの中で発生する不慮の事故に備えた「市民活動総合
補償制度」について、制度内容の充実を図るとともに、広く周知します。現在の制度では、対応し
ていない「有償ボランティア」の保険対応について調査・研究します。

28

⑤市民活動総合補償制度の
充実と制度の周知

年　度(平成）
具　体　策

具　体　策

　市民協働によるまちづくりを活性化するには、市民活動団体、地縁組織、企業などをつなぐコー

ディネート機能の充実が重要となります。コーディネート機能を持った中間支援団体※７を支援す
るため、先進市の中間支援団体のあり方を調査・研究し、その支援について検討・実施し、改善を
行っていきます。

④中間支援団体への支援に
向けた調査・研究

28

年　度（平成）

中間支援団体に対する支援の
検討・実施、改善

用語解説
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（２）環境整備

　エ　資金的な支援制度の整備

【事業計画】

25 26 27 29

補助制度の整備（P22協働事業一覧のとおり）
●

補助制度の検証、改善
●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

ＮＰＯ法人運営支援費補助
●

税制優遇制度の導入に向けた調査・検討
○

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

寄付制度の周知・啓発
●

【概　要】

28

年　度（平成）
具　体　策

①資金支援制度の検討・整
備

　ＮＰＯ法人の経営の安定化を図るため、現行のＮＰＯ法人運営支援費補助制度（ＮＰＯ法人を対
象として法人市民税の均等割額の減免）を継続します。また、ＮＰＯ法改正（平成２３年）に基づ
き条例個別指定基準の導入を始めとする税制優遇制度の導入に向けた調査・検討を行います。

年　度（平成）

28

28
具　体　策

　市民に対して寄付の方法や資金の使途、寄付が市民活動への参加の一つの形態であることなど、
寄付文化の醸成に必要な意識啓発を行います。市民活動団体やＮＰＯ法人に対しては、寄付者への
成果の還元方法についての情報提供などを行い、寄付がしやすくなる環境の構築に努めます。

③寄付制度に関する情報提
供や意識啓発

　市民活動団体の発展を支援する一つの手段として資金的支援を実施し、協働事業を促進します。
ＮＰＯ法人等についても安定的に事業を展開できるように資金的支援を実施します。支援にあたっ
ては、目的と効果を十分に検討して制度を整備し、実施後の効果を検証するとともに、適宜、改善
を行っていきます。

年　度（平成）
具　体　策

②税制優遇制度の検討

15



（３）協働推進

　　ア　協働推進に向けての意識啓発

【事業計画】

25 26 27 29

協働に関する研修の実施
●

協働に関する研修の調査・研究、研修内容の改善
●

協働の手引き研修の実施
○

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

市民活動の現状に関する研修の実施
●

ボランティア休暇制度の周知、利用促進
●

協働の手引き研修の実施【再掲】
○

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

協働事例に関する調査・研究、情報提供
○

協働事例発表の場づくりの検討

協働事例
発表の実施

○

【概　要】

③協働事例発表などによる
意識啓発

具　体　策

○

年　度（平成）

　市民、企業、市職員の意識啓発として、または、新たな協働事業を生み出す手本として、先駆的あるいは
効果をあげた協働事例を調査・研究し、情報提供します。市民協働の進展ともに、市民活動団体、地縁組
織、企業などが協働事例を発表する場づくりを検討し、実施します。

年　度（平成）
具　体　策

②市職員への意識啓発

　市職員の協働意識の向上を図るため、市民活動の現状に関する研修、協働の手引きを用いた研修
などを実施します。これにより職員全体の協働意識の向上を図り、協働事業の実践へとつなげてい
きます。また、ボランティア休暇制度などの活用を周知し、市民活動への参加を促します。

28

28

具　体　策
年　度（平成）

①協働推進研修の実施

　市民の協働への関心を高めるため、市民活動団体などと連携し、協働意識を醸成するための研修
や協働の手引きに関する研修を実施します。また、協働に関する研修は、先進市の調査・研究を行
いながら、研修内容を改善していきます。

28
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（３）協働推進

　イ　市民の声・情報の共有

【事業計画】

25 26 27 29

○

ワークショップの調査・研究
○

ワークショップの検討・導入
○

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

「広報とよかわ」、市ホームページ、センターホームページなどの活用【再掲】
●

市政ＰＲコーナー、暮らしの便利帳、多様なメディアを活用した広報
●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

市民の審議会などへの登用推進
●

【概　要】

年　度（平成）
具　体　策

　市民や企業からの意見を幅広く収集するため、懇談会、パブリックコメント制度、モニタリング
制度、アンケート調査などを活用します。収集した意見は、公表することにより情報の共有化を図
ります。また、地域に関わるさまざまな立場の方が参加し、地域課題の解決に取り組むワークショ
ップについて調査・研究し、検討のうえ導入します。

28

市長を囲む懇談会の実施、モニタリング制度やパブリックコメント制度の活用、
アンケート調査の実施

①市民や企業の多様な意見
の収集・公表

年　度（平成）
具　体　策

②市政情報の公開と共有

　市政情報の見える化を推進するため、積極的な情報公開に取り組むとともに、情報の共有化を図
り市民の市政への関心と参加意識の醸成を図ります。

28

　政策の企画・立案から決定の過程までへの参画を推進するため、審議会等見える化ガイドライン
に基づき、審議会等への市民公募による登用を推進します。

28

年　度（平成）
具　体　策

③市民の審議会などへの登
用推進
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（３）協働推進

　ウ　協働推進体制の整備

【事業計画】

25 26 27 29

●

協働の手引きの普及・啓発
●

協働の手引き研修の実施【再掲】
○

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

市民と行政の協働推進委員会の運営、改善
●

【概　要】

※８　所掌事務

②市民と行政の協働推進委
員会の運営・改善

　ある事務が特定の機関の職務に属するものと定められていること。

年　度(平成）
具　体　策

　市民協働におけるルールなどを定めた「協働の手引き」の見直し（市職員向けと市民向けを作
成）を行い、「協働の手引き」を市民、企業、市職員へ広く普及・啓発するとともに、「協働の手
引き」の研修を実施することで、市民協働の活性化を促進します。

年　度(平成）
具　体　策

28

28

①協働の手引きの普及・啓
発

　市民と行政の協働推進委員会において、実施計画に基づく事業の評価や進捗管理、市民協働の推
進に関する施策について協議を行います。社会情勢の変化を踏まえ、市民協働の進展につながる組

織となるよう、委員構成や所掌事務※８などの改善を必要に応じて行います。

協働の手引きの見直し
（市民向けと職員向けを作成）

用語解説
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【事業計画】

25 26 27 29

協働事業の推進（P22協働事業一覧のとおり）
●

協働事業評価制度の充実
●

協働事業の評価
●

提案型協働事業の制度化に向けた調査・研究、整備、改善
○

【概　要】

　市民協働事業の実施にあたっては、事業の目標を明確にし、事業の成果を評価制度に基づいて評
価します。評価制度は市民協働の実態にあったものとなるよう、制度の充実に努めます。また、市
民活動団体などからの提案による協働事業については、その制度化に向けて調査・研究のうえ整備
し、改善を図ります。

③市民協働事業の実施と評
価制度の充実

年　度(平成）
具　体　策

28
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（４）施策推進

　ア　施策の評価と基本方針・実施計画の見直し

【事業計画】

25 26 27 29

●

●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

基本方針の
見直し

●

【概　要】

【事業計画】

25 26 27 29

実施計画の
見直し

●

【概　要】

　市民協働基本方針の実効性を高めるため､本実施計画に基づいて市が実施した事業の成果や課題､
進捗状況について市が評価するとともに、市民と行政の協働推進委員会においても評価します。そ
の結果を公表し、透明性と公平性を確保します。

年　度(平成）
具　体　策

年　度(平成）

　社会情勢の変化とともに、市民協働を取り巻く環境も変化します。その変化に対応するため、５年を目途
に基本方針を見直します。見直しにあたっては、市民、市民活動団体、企業を対象としたアンケート調査を
実施し、調査結果に基づいて行います。

28

●
アンケート調査の実施

具　体　策

　市民協働基本方針の見直しに合わせて実施計画を見直します。ただし、実施計画の事業の進捗状
況によっては、適宜、見直すこともあります。

③実施計画の見直し

28

②市民協働基本方針の見直
し

年　度(平成）
具　体　策

28

実施計画に基づき実施した事業の評価

進捗状況、評価内容の公表

①市民と行政の協働推進委
員会による市民協働の施策
に対する評価、公表
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○講座一覧

人材育成 土日開催 託児 親子参加

福祉課 手話講習会「中級」 ●

介護高齢課 認知症予防教室

高齢者の生きがいと健康づくり推進事業

認知症サポーター養成講座 ● ●

６５歳これから講座

保健センター 健康づくり推進員養成講座 ●

健康づくり推進員学習会 ●

環境課 環境学習出前講座 ●

環境学習体験講座 ● ●（一部） ●（一部）

商工観光課 観光まちづくりゼミナール（Ｈ２５まで） ● ●

生涯学習課 地域生涯学習講座 ●（一部）

親子ふれあい工房 ●

ものづくり教室 ●

文化振興課
東三河演劇祭上演のためのワークショップ
講習（Ｈ２６まで）

人権交通防犯課※ 防犯ボランティア講座 ● ●

男女共同参画の推進に関する講座 ●

市民協働国際課※ ＮＰＯスキルアップ講座 ● ●

ボランティア・市民活動体験・養成講座 ● ●

コミュニティリーダー養成講座 ● ●

図書館 本のリサイクルフェア ●

子ども読書のつどい ● ●

文字・活字文化の日のつどい ● ●

手作り絵本講座 ●

親子紙工作教室 ●

絵本で子育て講座 ●

ボランティア養成講座 ● ●

本の修理講座 ●

防災対策課
防災ボランティア養成講座、フォローアップ
講座

● ●

講座の特性
講座名主管課等

※平成２５年４月１日の組織機構改革により、生活活性課が市民協働国際課へ、地域安心課が人権交通防犯課
へ名称を変更します。なお、生活活性課の男女共同参画事務は、平成２５年４月１日から人権交通防犯課が担
当する事務となります。
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○協働事業一覧

１.委託事業

主管課等 事業名 委託先 主管課等 事業名 委託先

子ども課 つどいの広場事業 ＮＰＯ法人とよかわ
子育てネット

生涯学習課 御油松並木愛護推
進事業

御油松並木愛護会

子育てサポーター養
成講座

ＮＰＯ法人とよかわ
子育てネット

子どもセンター事業 豊川尐年尐女発明クラ
ブ
豊川工業高校ボランティ
ア部

介護高齢
課

高齢者の生きがいと
健康づくり推進事業

老人クラブ連合会 放課後子ども教室推
進事業

豊川子どもセンター
協議会

福祉課 相談支援事業 ＮＰＯ法人メンタル
ネットとよかわ

赤坂の舞台公演事
業

金沢歌舞伎・小屋掛
けの会

商工観光
課

みんなの消費生活
展

ＮＰＯみんなの消費
生活展実行委員会

伊奈城趾公園・花ヶ
池公園管理

伊奈史跡保存会

若年者就労支援事
業

ＮＰＯ法人青尐年自立
支援センター北斗寮

小坂井支所 庁舎日常清掃作業 ＮＰＯ法人メンタル
ネットとよかわ

環境課 御油第二墓園草刈
作業

御油老人クラブ連合
会

道路維持
課

公共施設アダプトプ
ログラム

町内会、自主グルー
プ等

樋門地元管理 地域の団体

佐奈川草刈作業 ＮＰＯ法人佐奈川の
会

音羽川草刈作業 音羽川の会
信楽会
音羽川を愛する会

白川草刈作業 財賀町内会

西古瀬川草刈作業 八幡桜を育てる会

西原・足山田工業団
地調整池作業

地域の団体

公園緑地
課

児童遊園・ちびっ子
広場等の地元管理

地元町内会

都市公園の地元管
理

地元町内会

地域振興
課

本宮まつり 本宮まつり実行委員
会

一宮地区
建設課

町民広場の地元管
理

地元町内会

樋門地元管理 地域の団体

河川草刈作業 地元町内会
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○協働事業一覧

２．指定管理 ３．補助事業

主管課等 事業名 委託先 主管課等 事業名 補助先

子ども課 市内児童館 ＮＰＯ法人ワーカーズ
コープ

介護高齢
課

老人クラブ運営補
助

各老人クラブ

介護高齢
課

老人憩の家 各行政区 文化振興
課

東三河演劇祭市民
創作劇の制作に対
する補助

東三河演劇祭実行委
員会

ゆうあいの里ふれ
あいセンター

社会福祉法人豊川市
社会福祉協議会

人権交通
防犯課

地域バス路線に係
る地域協議会補助

地域バス路線に係る
地域協議会

市民健康広場 社会福祉法人豊川市
社会福祉協議会

交通安全指導隊交
付金

交通安全指導隊

四季の森 社会福祉法人豊川市
社会福祉協議会

校区安全なまちづく
り推進連絡協議会
補助

校区安全なまちづくり
推進連絡協議会

福祉課 地域福祉センター 社会福祉法人豊川市
社会福祉協議会

防犯ボランティア団
体活動費支援費補
助

防犯ボランティア団
体

社会福祉会館 社会福祉法人豊川市
社会福祉協議会

商工観光
課

観光ボランティアガ
イド補助

観光ボランティア

諏訪西地域活動支
援センター

社会福祉法人豊川市
社会福祉協議会

消費生活学校等補
助

消費者団体

児童発達支援施設
（ひまわり園）

ＮＰＯ法人ゆう 消防総務
課

自警団連絡協議会
補助

自警団連絡協議会

心身障害者小規模
授産施設（あすなろ
の家）

ＮＰＯ法人ふぃーる工
房

生涯学習
課

とよかわオープンカ
レッジの活動支援
補助

とよかわオープンカ
レッジ

商工観光
課

御油松並木資料館 御油の松並木資料館
運営委員会

夏の献血・冬の献
血・社会事業補助

青年団協議会

公園緑地
課

児童遊園 各児童遊園運営委員
会

子ども会連絡協議
会活動補助

子ども会連絡協議会

市民協働
国際課

コミュニティセンター
国府市民館

国府小学校区コミュ
ニティ推進委員会

校区青尐年健全育
成推進協議会補助

校区青尐年健全育成
推進協議会

地区市民館 各市民館運営委員会 市民協働
国際課

ボランティアユニ
フォーム等購入費
補助

とよかわボランティ
ア・市民活動センター
登録団体

大木会館 大木地区コミュニティ
推進協議会

地域活動交付金 町内会

新田集会場 新田集会場運営委員
会

地区集会施設建設
等事業費補助

町内会等

とよかわボランティ
ア・市民活動セン
タープリオ

ＮＰＯ法人穂の国ま
ちづくりネットワーク

地域活性化事業支
援補助

町内会等

とよかわボランティ
ア・市民活動セン
ターウィズ

社会福祉法人豊川市
社会福祉協議会

23



○協働事業一覧

４．その他の事業

主管課等 事業名 協働先 協働形態

秘書課 声の広報・点字広報「と
よかわ」の発行

こだまの会
点訳サークル「タンポ
ポ」

事業協力※９

子ども課 読み聞かせ教室事業 各地区読み聞かせボラ
ンティアグループ

事業協力

ブックスタート事業 個人 事業協力

子育てサポート事業 個人 事業協力

保健セン
ター

健康づくり事業 健康づくり推進員 事業協力

文化振興
課

音羽文化ホール（ウィン
ディアホール）せせらぎ
タイム

ウィンディアホールせせ
らぎ

事業協力

御津文化会館（ハートフ
ルホール）あったか
ハートのコンサート

あったかハートのコン
サート実行委員会

事業協力

小坂井文化会館（フロ
イデンホール）さわやか
音楽会

さわやか音楽祭実行委
員会

事業協力

豊川童謡祭り ふるさと童謡の会 事業共催※１０

東三河演劇祭関連事
業

東三河演劇祭実行委
員会

事業共催

こどもミュージカルトゥイ
ンクル

こどもミュージカルトゥイ
ンクル実行委員会

事業共催

行政課 選挙に係る「声の広報」
の発行

こだまの会 事業協力

農務課 有害鳥獣対策事業 地元団体 事業協力

環境課 音羽川水質調査・水生
生物調査

国府小学校コミュニティ
推進委員会

事業協力

道路維持
課

河川愛護活動 地域の河川愛護団体 事業協力

川と海のクリーン大作
戦

個人 事業協力

議会事務
局

声の広報・点字広報
「議会だより」の発行

こだまの会
点訳サークル「タンポ
ポ」

事業協力

生涯学習
課

三河国分尼寺史跡公
園ボランティアガイド

個人 事業協力

教育庶務
課

学校サポーター事業 個人 事業協力

病院医事
課

病院ボランティア ボラたまの会及び個人 事業協力

※９ 事業協力

市が企画または運営する事業に、

市民活動団体などの協力を得て実施

する協働の形態をいいます。

用語解説

※１０ 事業共催

市と市民活動団体などが、ともに

事業の主催者として、企画または運

営に参加する協働の形態をいいます。
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組織機構改革により
平成２５年４月１日から


